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２ 議題（１）令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）について 

 

１ 令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）の概要 

※資料１－２参照 

 

２ 令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案） 

※資料１－３参照 

 

３ コレクティブインパクトの要素を踏まえた取組みについて 

令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画を作成するにあたり、各所管課に 

おける個々の事業全てにおいて、コレクティブインパクトの５要素を踏まえた取組みの

予定について調査を行った。以下、大区分別及びコレクティブインパクトの５要素別に 

取りまとめた結果をお示しする。 

 

（参考：コレクティブインパクトについて） 

コレクティブインパクトとは、分野の垣根を越えて様々な立場の関係者が、目標・成果

を共有した上で、共通の評価システムの下で、お互いの強みを活かした取組みを集中的に、

効果的に行うことで、より迅速により大きな社会的成果の創出を目指すことをいいます。

ＮＰＯ・企業・学校・行政などの異なるセクターが協力して、特定の社会課題の解決に  

向けて各自ができることを同時並行で取り組むことで、単独では達成できない大きな 

成果（インパクト）を生み出す手法であり、以下の５つの要素が必要とされています。 

コレクティブインパクトの 

５要素 

コレクティブインパクトの 

要素を踏まえた取組み 

共通のアジェンダ 

（Common Agenda） 

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、協働事業に

関する問題意識の共有や、年度末に達成すべきゴールを 

設定し共有するか。 

共有された測定システム 

（Shared Measurement） 

協働事業の相手方となる市民や団体との間で、事業の進捗

状況を確認するための取組みやゴールの達成状況の確認 

方法について共有するか。 

相互に強化し合う取組み 

（Mutually Reinforcing Activities） 

協働事業の相手方となる市民や団体がより力を発揮できる

ような、研修、教育、その他支援や協力を行うか。 

また、協働の相手側から市や職員を強化してもらうような

取組みがあるか。 

継続的なコミュニケーション 

（Continuous Communication） 

協働事業の相手方となる市民や団体との継続的なコミュニ

ケーション（電話や手紙、メール、SNS 等コミュニケーショ

ンツールの利用など）をするために行った工夫はあるか。 

活動をサポートする中心的組織 

（Backbone Organization） 

協働事業を実施する上で、その活動をサポートするために、

組織を作ったり、担当を置いたり、あるいは支援するための

人材を育成したりするか。 

資料１－１ 
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（１）各区分における結果一覧 

 

（参考：コレクティブインパクトの５要素を踏まえた取組みの予定について） 

３：市民自治を推進するための工夫をして取り組む予定である 

２：取り組む予定である 

１：取り組む予定がない 

 

（２）大区分別の状況 

１ 市民参加の取組み 

 

「取り組む予定である」（「３」または「２」）とした割合が多いのは、多い方から   

順に「共通のアジェンダ」、「共有された測定システム」となっている。 

  

大区分

小区分 3 2 1 3 2 1 3 2 1 3 2 1 3 2 1

１　市民参加の取組み 3 32 41 2 29 45 8 20 48 1 28 47 1 24 51

　（１）パブリックコメント手続 0 1 2 0 1 2 0 1 2 0 1 2 0 1 2

（２）公募委員を含む附属機関 2 11 15 1 12 15 4 5 19 0 11 17 0 9 19

（３）ワークショップ 1 5 0 1 5 0 0 6 0 0 6 0 1 5 0

（４）意見交換会 0 13 7 0 10 10 4 8 8 1 8 11 0 8 12

（５）意見募集 0 1 5 0 0 6 0 0 6 0 0 6 0 0 6

（６）アンケート調査 0 1 10 0 1 10 0 0 11 0 2 9 0 1 10

（７）その他の市民参加手続 0 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 2 0 0 2

２　協働の取組み 9 93 50 6 87 59 12 75 65 21 86 45 15 74 63

（１）委託 0 16 4 0 15 5 0 15 5 1 16 3 0 13 7

（２）共催 5 22 7 5 22 7 5 20 9 7 21 6 8 17 9

（３）事業協力 4 50 39 1 45 47 7 36 50 13 44 36 7 40 46

（４）その他の協働の取組み 0 5 0 0 5 0 0 4 1 0 5 0 0 4 1

３　市民の自立的な活動を推進するための取組み 7 28 21 4 29 23 12 27 17 6 34 16 5 25 26

４　市民の意向の把握 1 4 2 0 3 4 0 4 3 1 4 2 0 4 3

５　市民と職員の意識向上と人材育成 7 29 24 0 27 33 8 30 22 7 26 27 6 28 26

共通の

アジェンダ

共有された

測定システム

相互に強化

し合う取組み

継続的な

コミュニケーション

活動をサポート

する中心的組織

3

2

8

1

1

32

29

20

28

24

41

45

48

47

51

0% 20% 40% 60% 80% 100%

共通のアジェンダ

(問題意識や達成すべきゴールの共有)

共有された測定システム

(事業の進捗やゴールの達成状況の確

認方法の共有)

（事業の相手方と市が）

相互に強化し合う取組み

（事業の相手方と市との）

継続的なコミュニケーション

（事業を実施する上で）

活動をサポートする中心的組織

3 2 1

共通のアジェンダ

（問題意識や達成すべき

ゴールの共有）

共有された測定システム

（事業の進捗やゴールの達成

状況の確認方法の共有）

相互に強化し合う取組み

（事業の相手方と市とが

相互に強化し合う取組み）
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２ 協働の取組み 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「継続的なコミュニ

ケーション」、「共通のアジェンダ」、「共有された測定システム」となっている。 

 

３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「継続的なコミュニ

ケーション」、「相互に強化し合う取組み」、「共通のアジェンダ」、となっている。 
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４ 市民の意向の把握 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、同率で「共通のアジェンダ」、「継続

的なコミュニケーション」となっている。 

 

５ 市民と職員の意識向上と人材育成 

 

「取り組む予定である」とした割合が多いのは、多い方から順に「相互に強化し合う

取組み」、「共通のアジェンダ」、「活動をサポートする中心的組織」となっている。 
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（３）コレクティブインパクトの５要素別の状況 

共通のアジェンダ 

（問題意識や達成すべきゴールの共有） 

 
市民等と問題意識や達成目標を共有しながら取り組みを行う「共通のアジェンダ」に

ついて、「取り組む予定である」とした割合が多いのは、順に「市民の意向の把握」、  

「協働の取組み」となっている。 

 

共有された測定システム 

（事業の進捗やゴールの達成状況の確認方法の共有） 

 

協働事業の相手方と事業の進捗状況を確認するための取組みやゴールの達成状況の

確認方法について共有をする「共有された測定システム」について、「取り組む予定で

ある」とした割合が多いのは、順に「協働の取組み」、「市民の自立的な活動を推進する

ための取組み」となっている。 
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相互に強化し合う取組み 

（事業の相手方と市とが相互に強化し合う取組み） 

 

市民等がより力を発揮できるよう支援・協力し、また市や職員を強化してもらうよう

な取組みを行う「相互に強化し合う取組み」について、「取り組む予定である」とした

割合が多いのは、「市民の自立的な活動を推進するための取組み」、「市民と職員の意識

向上と人材育成」となっている。 

 

継続的なコミュニケーション 

（事業の相手方と市との継続的なコミュニケーション） 

 

「継続的なコミュニケーション」について、「取り組む予定である」とした割合が  

一番多いのは、同率で「協働の取組み」、「市民の意向の把握」、次いで「市民の自立的

な活動を推進するための取組み」となっている。 
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活動をサポートする中心的組織 

（事業を実施する上でその活動をサポートする組織や担当） 

 

「活動をサポートする中心的組織」について、「取り組む予定である」とした割合が

多いのは、「協働の取組み」、「市民の意向の把握」、「市民と職員の意識向上と人材育成」、

となっている。 

 

（４）「３：市民自治を推進するための工夫をして取り組む予定である」項目一覧 

※資料１－４参照 

なお、「市民自治を推進するための工夫をして取り組む予定である」項目の内、主な  

好事例の取組みについては、資料１－４に掲載した各取組みを着色しお示しする。 
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４ 市民自治を推進するための取組みの好事例の取材について 

令和６年度の実施状況の中で好事例として挙げた事業の中から２件取材を行ったため、

その結果をお示しする。 

※【】内は「令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）」における事業 No. 

ちばフェアトレードマーケット【フェアトレードの推進】 

＜所 管 課＞ 市民局 市民自治推進部 国際交流課 

＜市民自治の区分＞ ２ 協働の取組み （２）共催 【R8実施計画（案）P.23、No.6】 

＜事 業 概 要＞ 

世界と地域の社会問題を身近にし、普段の生活からできることを提案するフェア  

トレードを普及するため、地域の市民団体、事業者、教育機関、行政等が連携・協力し、

フェアトレードマーケットを開催する。 

 

＜取材日時＞ 令和７年１０月７日（火）１７：００～１８：３０ 

＜場 所＞ 千葉市役所・本庁舎８階 中会議室 

＜事業の様子など＞ 

国際交流課、千葉市フェアトレード推進グループ

とフェアトレードタウンちば戦略会議のフェア  

トレード普及に向けた活動に関するオンライン  

打合せに参加した。 

 

○フェアトレードタウン（※）認定について 

令和８年度のフェアトレードタウン認定という共通の目標に向けて、千葉市、フェア

トレード推進グループ、JICA 及び民間企業等で連携・協力して準備を進めている。 

 

○「千葉市フェアトレード推進グループ」について 

千葉市フェアトレード推進グループは、千葉市にフェアトレードを広め、人と環境を

思いやれる社会を創ることを目指した有志のグループ。フェアトレードの普及やフェア

トレードタウン認定に貢献するため、イベントや講座等の開催を中心に活動している。 

 

○「フェアトレードタウンちば戦略会議」について 

フェアトレードタウンちば戦略会議は、フェアトレードタウン認定の取得及び継続に

向け、市民グループの立場から、市内の店舗等によるフェアトレード産品等の幅広い提供

や、市民への普及・啓発を行い、フェアトレードの地域社会への浸透を図る市民団体。  

フェアトレードタウン認定の取得及び継続に特化した活動を行う。 

 

○各団体との打合せについて 

各団体の構成員同士で連絡を密にし、市職員にも連絡事項を共有する。メールや電話 

以外にも必要に応じて、このように各団体と市でオンライン（Zoom）または対面で打合せ

を実施して、密に情報共有を行っている。 

共通のアジェンダ 

継続的なコミュニケーション 

活動をサポートする中心的組織 
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打合せでは、千葉市フェアトレード推進グループメンバーが司会進行を務め、各担当

者の活動の進捗状況や課題を共有、整理しながら、解決方法を検討していた。 

フェアトレードタウン認定に向けて、フェア 

トレードタウンちば戦略会議のメンバーと国際

交流課の担当職員が、先進事例である鎌倉市や逗子市を訪問し、認定のための申請手続や

市内での普及状況を調査した。フェアトレードタウンちば戦略会議は、フェアトレード 

タウンの認定に向けて、市内のフェアトレード産品取扱店舗を１００店舗以上調査し、 

各店舗を訪問するなど高い意欲が示された。一方、市民の機運醸成が課題であることを 

共有し、今後対策について情報共有を進めることを確認した。 

 

○フェアトレードマーケット等の企画について 

国際交流課は、千葉市フェアトレード推進グループと共同でイベントの企画を考案 

している。マーケット内で実施するワークショップの 

運営を推進グループに所属する大学生が担う等、推進 

グループ主体の企画を盛り込んだフェアトレード  

マーケットを年に複数回開催し、千葉市のフェアトレードの普及を推進している。 

 

 

 

※フェアトレードタウンとは 

市民、企業、行政が一体となり、フェアトレード製品の利用を促進することで、途上国

の生産者の自立と環境保護に貢献する運動を行い、認定機関から認められた自治体が 

フェアトレードタウンと呼ばれる。地域活性化への貢献も重視されている。 

フェアトレードタウンとして認定されるには、日本フェアトレード・フォーラムが  

定める６つの基準を満たす必要がある。 

１．推進組織の設立と支持層の拡大 

２．運動の展開と市民の啓発 

３．地域社会への浸透 

４．地域活性化への貢献 

５．地域の商業施設によるフェアトレード産品の幅広い提供 

６．自治体によるフェアトレードの支持と普及 

出展：一般社団法人フェアトレードタウン・ジャパン 

相互に強化し合う取組み 

共有された測定システム 
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認知症カフェ設置促進事業 

＜所 管 課＞ 保健福祉局 健康福祉部 地域包括ケア推進課 

＜市民自治の区分＞ ３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み 

【R8実施計画（案）P.46、No.20】 

＜事 業 概 要＞ 

認知症の人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、認知症の人とその家族、

地域住民、専門職などが集い、認知症の人を支えるつながりを支援し、認知症の人とその

家族の介護負担の軽減等を図ること等を目的とした認知症カフェを運営する事業に対し、

補助金を交付する。 

 

＜取材日時＞ 令和７年１０月１６日（木）１３：００～１５：００ 

＜場 所＞ 認知症カフェ・ノア 

＜事業の様子など＞ 

地域包括ケア推進課が補助金を交付している

新規の認知症カフェの一つ、「カフェ・ノア」

の現地確認に同行した。 

「カフェ・ノア」は民家を活用し、認知症の方

や家族、その他誰でも参加できる認知症カフェ

を月１回開催している。カフェの代表者はこの

地域の町内自治会長であり、「公益社団法人認知症の人と家族の会千葉県支部」の世話人

や民生委員、市内のボランティア等が運営、地域住民の協力の輪も広がっているほか、 

千葉市あんしんケアセンター磯辺の認知症地域支援推進員も随時参加するなど、認知症

の方・家族のサポート拠点になっている。 

取材当日は、地域の方による歌謡曲のサックスデュオ演奏会が催され、参加者達が  

懐かしそうに手拍子を打ったり口ずさんだりして楽しんでおり、演奏後は、焼き菓子や 

コーヒー等を喫食しながら和やかに様々な話をしていた。認知症の方・家族だけでなく、

定年退職して交流の場を求めて参加した方やコミュニティカフェ巡りを趣味にしている

方、このカフェに参加し始めて日中の断酒ができた方、様々な住民の生きがいになって 

いることが窺えた。 

スタッフは皆明るく、初めて参加した方にも

さりげなく話しかけるなど、居心地を良くする

温かい心遣いが随所に感じられ、「補助金に 

より非常に安価に運営できて助かっている」 

とのことだった。 

このように、年度ごとの書類上の実施報告

だけではなく、千葉市あんしんケアセンター

職員や市職員が認知症カフェを随時訪問する

などして、認知症カフェ運営の趣旨等につい
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て運営側と共通理解を深めつつ、現場の声やカフェの運営状況等を確認した上で補助金

の交付を適切に行っている。 

 

 

認知症カフェ開設説明会 

＜取材日時＞ 令和７年１１月１２日（水）１３：３０～１５：３０ 

＜場 所＞ 千葉市役所本庁舎正庁 

＜事業の様子など＞ 

認知症カフェの新規開設希望者を対象に説明会

を開催。 

前半では、認知症カフェの歴史と特徴について

講話があり、それから様々な認知症カフェの運営

者の体験談等が紹介された。 

後半は２班に分かれて開設希望者が具体的に 

どのような目的、方法でカフェを開きたいのか 

プランシートを作成して発表し、運営経験者と情報交換を行った。カフェ来場者は口コミ

で増えることが多いこと、公民館に調理室があることなど運営経験者からの具体的な 

アドバイスを通して開設後のイメージがしやすい構成となっていた。 

本説明会は、千葉市の認知症地域支援推進員（あんしんケアセンターに所属する職員、

地域包括ケア推進課及び在宅医療・介護連携支援センターの職員で構成）が主体となって

行っている。認知症カフェ開設説明会の他にも、カフェ運営者を集めた交流会を開いて 

カフェの運営状況について意見交換等も行っている。このような取り組みにより、安定 

した認知症カフェの運営方法がフィードバックされ、持続可能な事業体制になっている。 

 

 

 

 

  

共通のアジェンダ・継続的なコミュニケーション 

相互に強化し合う取組み・活動をサポートする中心的組織 
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５ 「市民自治によるまちづくり」に関するＷＥＢアンケートについて 

令和７年度に実施したＷＥＢアンケート（令和７年１２月）の集計結果をお示しする。 

 

（１）ＷＥＢアンケートについて 

毎月１日から１０日まで、市ホームページを通して、市内在住・在勤・在学の方々を

対象にアンケート調査を実施することにより、短期間で市民意見等を把握し、施策等の

検討に役立てる制度で、年１２回程度（毎月１回、１回につき３～４テーマ、１テーマ

に付き最大７項目）実施している（事業所管課：総合政策局市長公室広報広聴課）。 

 

（２）「市民自治によるまちづくり」に関するＷＥＢアンケート結果について 

回答者属性 

回答者数：1,660人 

 

 

  

年代 職　業 居　住　区
10代以下 1.3% 会社員 28.7% 中央区 18.0%
20代 4.0% 自営・自由業 4.1% 花見川区 13.9%
30代 8.8% パート・アルバイト 19.7% 稲毛区 16.5%
40代 14.9% 公務員 7.0% 若葉区 7.8%
50代 24.7% 学生 2.8% 緑区 12.6%
60代 25.2% 専業主婦・主夫 17.0% 美浜区 27.4%
70代以上 21.0% 無職 18.7% 市内在勤・在学 3.8%

その他 2.0%
性別

男性 46.6%
女性 50.7%
その他・未回答 2.7%
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アンケート結果 

 

Ｑ１：「市民自治によるまちづくり」についてお聞きします。 

まちづくりに関わる活動を行う団体等の中で、あなたがその活動に参加(※)している

又はしていたものは何ですか。 

（複数回答可） 

※団体の会員やボランティアとしての参加の他、団体への資金・物品・技術・場所等の

提供・寄附等の支援や団体が提供するサービスの利用・イベントへの参加も含む。 

※「団体等の活動に参加したことがない」を選択⇒Ｑ４へ 

 

（n＝1,660） 

 
 

回答が多い順に１番から６番目は、前年度回答と同じ項目、順位であった。多い順に   

「町内自治会」41.8%（前年度 47.3％）、「PTA、保護者会」21.2％(同 24.4％)、「趣味サークル

やスポーツ、文化団体」14.6％(同 17.4％)となっている。 

また、「団体等の活動に参加したことがない」が 40.4％（前年度 30.9％）であった。 

 

○「その他」の主な回答 

・ファミサポ（ファミリー・サポート・センター） 

・人権擁護委員協議会 

・神社氏子 

  

回答選択肢　 件数 割合

１．町内自治会 694 41.8%

２．PTA、保護者会 352 21.2%

３．趣味サークルやスポーツ、文化団体 243 14.6%

４．市民活動団体（NPO法人・ボランティア団体等） 167 10.1%

５．教育や保育など子どもに関するグループ（子ども会等） 100 6.0%

６．社会福祉協議会地区部会 61 3.7%

７．スポーツ振興会 57 3.4%

８．避難所運営委員会 45 2.7%

９. 青少年育成委員会 40 2.4%

10. 老人会、老人クラブ 33 2.0%

11. 民生委員児童委員協議会 27 1.6%

12. 地域運営委員会 23 1.4%

13. その他　※30字以内 17 1.0%

14. 団体等の活動に参加したことがない 670 40.4%
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Ｑ２：Ｑ１でお答えいただいた団体に主にどのような役割（立場）で参加していますか。

最も関わりが深い団体を基準にお答え下さい。  

（あてはまるもの１つ） 

 

(n=990) 

 
 

「団体の会員（役員をのぞく）」の回答が 44.4％と最も多く、「団体の役員」（17.2％）と

合わせ、団体の会員として団体に参加している回答者が６割強であった。 

 

 

 

 

Ｑ３：Ｑ２の役割（立場）での参加について、どのぐらいの期間継続していますか。 

（あてはまるもの１つ） 

 

(n=990) 

 

 

「定期的に５年以上」の回答が 30.3％と最も多かった一方で、「過去に参加したが、今後 

参加する意思はない（現在は参加資格がない、参加できない）」が 20.8％と 2番目に多い結果

となった。 

 

  

回答選択肢 件数 割合

1. 団体の役員 170 17.2%

2. 団体の会員（役員を除く） 440 44.4%

3. ボランティア 206 20.8%

4. 団体の会員ではなく、団体への資金・物品・技術・
　場所等の提供・寄附などの支援を通しての参加

23 2.3%

5. 団体の会員ではなく、団体が提供するサービスの
　利用・イベントへの参加

139 14.0%

6. その他　※30字以内 12 1.2%

回答選択肢 件数 割合

1. 定期的に5年以上 300 30.3%

2. 定期的に2年以上5年未満 104 10.5%

3. 定期的に2年未満 100 10.1%

4. 不定期だが、直近2年以内に参加し、今後も参加する
　意思がある

124 12.5%

5. 不定期であり、直近2年以内は参加していないものの、
　今後も参加する意思がある

156 15.8%

6. 過去に参加したが、今後参加する意思はない
　（現在は参加資格がない、参加できない）

206 20.8%



15 

 

 

Ｑ４：あなたは、地域での付き合いをどの程度していますか。 

（あてはまるもの１つ） 

 

（n＝1,660） 

 

 

「よく付き合っている」「ある程度付き合っている」とした回答は 35.9％であった。 

（前年度：計 35.6％） 

 

 

 

 

Ｑ５：あなたは、社会の課題の解決を図り、より住みやすい社会を形成するため、積極的に

まちづくりに関わる活動に参加したいですか。 

（あてはまるもの１つ） 

 

（n＝1,660） 

 

 

「参加したい」「どちらかと言えば参加したい」とした回答は 53.3%であった。 

（前年度 62.7％） 

 

  

回答選択肢 件数 割合

1. よく付き合っている 64 3.9%

2. ある程度付き合っている 532 32.0%

3. あまり付き合っていない 753 45.4%

4. 全く付き合っていない 311 18.7%

回答選択肢 件数 割合

 1. 参加したい 114 6.9%

 2. どちらかと言えば参加したい 771 46.4%

 3. どちらかと言えば参加したくない 616 37.1%

 4. 参加したくない 159 9.6%
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Ｑ６：あなたがまちづくりに関わる活動に参加できない、又は参加したくない理由は    

何ですか。現在、参加できている方は最後の選択肢「参加できている」をお選び    

ください。 

（複数回答可） 

 

（n＝1,660） 

 
 

「仕事で忙しい」（33.0％）、「子育てや介護で忙しい」（15.2％）、「趣味や余暇活動を優先

したい」（24.8％）といった回答が比較的多く、まちづくりに関わる活動に時間を割けない

（優先度が低い）と感じている回答者が多い結果となった。 

 

○「その他」の主な回答 

・高齢のため 

・近所の方が外国人の方が多く、意思の疎通ができない。 

・自治会や子ども会の入り方がわからない。 

 

  

回答選択肢 件数 割合

1. 仕事で忙しく活動に参加する時間がない 548 33.0%

2. 趣味や余暇活動を優先したい 412 24.8%

3. 人づきあいが苦手、または気恥ずかしさから
　活動に参加できない

358 21.6%

4. 活動への参加の機会がない 336 20.2%

5. 子育てや介護で忙しく活動に参加する時間がない 252 15.2%

6. 活動するための情報が十分に得られない 250 15.1%

7. 同年代の参加が少なく、活動に参加しづらい 179 10.8%

8. 活動に対して興味や関心がない 157 9.5%

9. 身体状況から活動への参加が難しい 149 9.0%

10. 活動に参加する際の経費（交通費等）があり、
　経済的負担が大きい

93 5.6%

11. 活動に参加しても実際に役に立っているとは
　思えない

79 4.8%

12. 活動の場が自宅から離れているなど不便 79 4.8%

13. 活動内容への不満がある 27 1.6%

14. 活動を行う際の保険が十分でない 17 1.0%

15. その他　※30字以内 47 2.8%

16. 参加できている 215 13.0%
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Ｑ７：まちづくりに関わる市民の活動を盛んにするために行政や民間企業等が実施する方策

のうち、特に必要だと思うものは何ですか。 

（あてはまるもの最大３つまで） 

 

（n＝1,660） 

 
 

一番多い回答は「活動の紹介・普及活動」（39.8％）、次いで「活動を行う個人や団体への 

金銭的支援」（36.1％）、「活動を行う場所の支援」（28.4％）となった。 

 

○「その他」の主な回答 

・参加することが、勤務企業の出勤になる制度 

・活動の発案と気軽に参加できる仕組みづくり 

・仕事で参加できない時のオンラインの活用 

・IT活用に対する人的・金銭的支援 

・任意団体の登録制度 

  

回答選択肢 件数 割合

1. 活動の紹介・普及活動 660 39.8%

2. 活動を行う個人や団体への金銭的支援 600 36.1%

3. 活動を行う場所の支援 472 28.4%

4. 活動に役立つ情報の発信 467 28.1%

5. 活動を体験する機会の提供 432 26.0%

6. 安心して活動できる保険制度 205 12.3%

7. 活動に役立つ技術や知識等を得るための講座・
　研修会の実施

188 11.3%

8. 活動を行う個人や団体の交流会の実施 160 9.6%

9. 子どもや若者に対する教育機会の提供 160 9.6%

10. 活動を行う個人や団体への相談体制 141 8.5%

11. その他　※30字以内 42 2.5%
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令和７年度第１回会議（令和７年８月）においていただいた委員からのご意見を基に、

設問間でのクロス集計を行った。以下にその結果をお示しする。 

 

○どのような立場の方が地域での付き合いをどの程度しているか（Ｑ２×Ｑ４） 

 

 

 

 

○地域での付き合いが少ない方が、「まちづくりに関わる活動に参加できない、又は参加 

したくない理由」（Ｑ４×Ｑ６） 

 

 

  

　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｑ４
  　Ｑ２

よく付き合っ
ている

ある程度付き
合っている

あまり付き
合っていない

全く付き合っ
ていない

団体の役員 22 79 57 12

団体の会員（役員を除く） 14 197 203 26

ボランティア 12 95 88 11

団体の会員ではなく、団体への資金・物品・技術・
場所等の提供・寄附などの支援を通しての参加 2 7 9 5

団体の会員ではなく、団体が提供するサービスの
利用・イベントへの参加 9 66 58 6

その他　※30字以内 0 6 5 1

　　　　　　        Ｑ６

Ｑ４

仕事で忙
しく活動
に参加す
る時間が
ない

趣味や余
暇活動を
優先した
い

人づきあ
いが苦
手、また
は気恥ず
かしさか
ら活動に
参加でき
ない

活動への
参加の機
会がない

子育てや
介護で忙
しく活動
に参加す
る時間が
ない

活動する
ための情
報が十分
に得られ
ない

同年代の
参加が少
なく、活
動に参加
しづらい

活動に対
して興味
や関心が
ない

あまり付き合っていない 282 210 195 176 131 122 91 68

全く付き合っていない 116 76 103 78 37 55 35 65

　　　　　　        Ｑ６

Ｑ４

身体状況
から活動
への参加
が難しい

活動に参
加する際
の経費
（交通費
等）があ
り、経済
的負担が
大きい

活動に参
加しても
実際に役
に立って
いるとは
思えない

活動の場
が自宅か
ら離れて
いるなど
不便

活動内容
への不満
がある

活動を行
う際の保
険が十分
でない

その他（
）30字以
内

参加でき
ている

あまり付き合っていない 70 40 37 40 17 6 18 31

全く付き合っていない 26 29 20 19 3 6 13 5
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６ 市民自治推進の現状・推移に係る資料について（※昨年度末時点） 

○千葉市市民自治推進実施計画・実施状況 大区分別事業数の推移 

【条例第１７条（実施計画）・１８条（実施状況の公表）】 

 

 

 ※平成３１年度まで「２ 協働の取組み」に含まれていた「支援・補助」の数は、 

「３ 市民の自立的な活動を推進するための取組み」として計上している。 
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○千葉市の町内自治会加入世帯数と加入率の推移【条例第５条（町内自治会の役割）】 

 

 

  



21 

 

○千葉市の NPO法人数、新規設立等による増加数、解散・認証取消数の推移 

【条例第６条（市民活動団体の役割）】 

 
 

○千葉市のパブリックコメント手続件数の推移 

【条例第１４条（パブリックコメント手続の実施）】 

 

 


